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10．事業の実施体制
⇒要件③「官民連携・地域連
携」

連携体制の名称 名称なし

女性活躍推進法に基づく協議会の設置状況

構成団体

・京都府男女共同参画センター（運営団体：一般財団法人京都府民総合交流事業団）
・カウンセリングや伴走支援を行う民間団体

７．事業内容

①女性つながりサポート事業
　〇多様化・深刻化する女性からの相談に対応するための相談体制強化
　　　・　京都府男女共同参画センターの相談体制の強化
       ・　不安を抱えた女性を対象とした相談窓口での女性用品等の配布
　〇相談者の不安を解決するための支援策
　　　・　民間団体の専門性を活用した無料カウンセリング等の実施
　　　・　民間団体による、相談者に継続的なアプローチで寄り添う伴走支援の実施
　　　・　伴走支援を行う人材の育成

８．事業の実施により
　　期待される効果

当事業による支援を通じて、様々な困難・課題を抱える女性を減らすことで、不安を持つことなく活躍する女性の増加を促す。

９．事業効果の検証及び
　　今後の課題の整理方法

女性相談・カウンセリング・伴走支援の内容を集計・分析することで、女性相談ニーズを把握し、今後の相談体制整備に生かす。

平成　２８　年　３　月　　（ 策定済 ・ 策定予定 ）※どちらかにマルをつけてください。 計画期間（予定）

目標値（時点）

地域女性活躍推進交付金事業実施計画書（都道府県分）

都道府県名：　京都府　　　　　　　　　　　　

１．事業名 女性つながりサポート事業

２．実施期間 令和　３　年　６　月　２０　日　～　令和　４　年　３　月　３１　日

４．地域の実情と課題

■コロナ禍を背景とした女性の不安増加
　コロナ禍を背景として女性の社会的・精神的不安がより多様化・深刻化しており、女性の自殺者も増加
　〇自殺者数　女性 [ R元 ： １０５名 ] → [ R２ ： 125名（＋２０名/＋１９％）]
　＜京都府＞　男性 [ R元 ： ２１８名 ] → [ R２ ： 2３０名（＋1２名/＋６％）]

■京都府男女共同参画センターでの相談件数の増加
　京都府男女共同参画センターでの女性相談件数が増加しており、多くの相談に対応できていない状況
　〇京都府男女共同参画センター相談件数 　[ R２.３月 ： ２１１件 ] → [ R3.3月 ： ２３８件（＋１２％） ]
　〇京都府男女共同参画センターの電話相談において、他の相談中の来電のために対応できなかった件数　8,523件（R２.４ ～ R3.3）

５．事業の趣旨・目的

コロナ禍で様々な困難・課題を抱える女性が増加し、女性からの相談も多様化・深刻化していることから、女性の相談体制を強化するととも
に、民間団体による無料カウンセリングや伴走支援等の支援策も実施。

３．女性活躍推進法に基づく
　　推進計画策定時期
　　 （策定予定時期）

６．事業目標・重要業績評価
指標（ＫＰＩ）　（全体）
（※女性活躍推進法に基づく
推進計画や男女共同参画計
画などの数値目標を活用しつ
つ、客観的な数値等による事
業目標・ＫＰＩを設定してくださ
い。）⇒要件②「見える化」
（※複数の目標・ＫＰＩを設定
する場合は、適宜、行を追加
してください。）

現状値（時点）

①令和７年度まで（第５次男女共同参画基本計画期間
中）の中長期目標

目標・ＫＰＩ

（※具体的な数値目標を記載して
ください。）
（※末尾にアウトカム又はアウトプッ
トの別を（　）書きで記載してくださ
い。）

（※必要に応じて具体的なＫＰＩを
記載してください。）
（※末尾にアウトカム又はアウトプッ
トの別を（　）書きで記載してくださ
い。）

②令和７年度まで（第５次男女共同参画基本計画期間
中）の重要業績評価指標（ＫＰＩ）（※ＫＰＩは目標達成へ
の事業進捗の測定指標）

事業全体での相談・カウンセリング
件数（アウトプット）

（※必要に応じて具体的なＫＰＩを
記載してください。）
（※末尾にアウトカム又はアウトプッ
トの別を（　）書きで記載してくださ
い。）

（※必要に応じて具体的なＫＰＩを
記載してください。）
（※末尾にアウトカム又はアウトプッ
トの別を（　）書きで記載してくださ
い。）

⑤市町村の取組状況に関する目標

（※具体的な数値目標を記載して
ください。）
（※末尾にアウトカム又はアウトプッ
トの別を（　）書きで記載してくださ
い。）

③事業目標（全体）

④事業ＫＰＩ（全体）

⑥市町村の取組状況に関するＫＰＩ



10．事業の実施体制
⇒要件③「官民連携・地域連
携」

各構成団体の主な連
携内容

他の地方公共団体と
の連携

京都府男女共同参画センターや民間団体に委託することで事業を実施し、京都府と緊密に連携して事業を進め
る。

府内市町村とも周知・広報面で連携し、1人でも多くの相談者を相談窓口につなぐ。


